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対象施設一覧表 
 

No 施設名 設置箇所 住所 
施工可能期間 
（予定） 

令和４年度 
駅別乗車人員 
（１日平均） 

備考 

1 
三宮・花時計前

駅 

1 番線 ホームドア 12台 
中央区御幸通 8丁目 

令和 7年度から 

令和 10 年度 
7,442 人  

2 番線 ホームドア 12台 

2 
旧居留地・大丸

前駅 

1 番線 ホームドア 12台 
中央区三宮町 2丁目 

令和 7年度から 

令和 10 年度 
1,713 人  

2 番線 ホームドア 12台 

3 みなと元町駅 
1 番線 ホームドア 12台 

中央区栄町通 4丁目 
令和 7年度から 

令和 10 年度 
1,692 人  

2 番線 ホームドア 12台 

4 
ハーバーランド

駅 

1 番線 ホームドア 12台 

中央区東川崎町 1 丁目 
令和 7年度から 

令和８年度 
6,965 人 

最優先整備駅とし、

可能であれば令和７

年度中に設置を希望 
2 番線 ホームドア 12台 

5 中央市場前駅 
1 番線 ホームドア 12台 

兵庫区中之島 1丁目 
令和 7年度から 

令和 10 年度 
3,270 人  

2 番線 ホームドア 12台 

6 和田岬駅 
1 番線 ホームドア 12台 

兵庫区上庄通 2丁目 
令和 7年度から 

令和８年度 
9,674 人 優先整備駅 

2 番線 ホームドア 12台 

7 御崎公園駅 

1 番線 ホームドア 12台 

兵庫区浜中町 1丁目 
令和 7年度から 

令和８年度 
3,205 人 優先整備駅 

2 番線 ホームドア 12台 

3 番線 ホームドア 12台 

4 番線 ホームドア 12台 

8 苅藻駅 
1 番線 ホームドア 12台 

長田区浜添通 5丁目 
令和 7年度から 

令和 10 年度 
1,667 人  

2 番線 ホームドア 12台 

9 駒ヶ林駅 
1 番線 ホームドア 12台 

長田区庄田町 4丁目 
令和 7年度から 

令和 10 年度 
1,464 人  

2 番線 ホームドア 12台 

10 新長田駅 
1 番線 ホームドア 12台 

長田区若松町 4丁目 
令和 7年度から 

令和 10 年度 
8,146 人  

2 番線 ホームドア 12台 
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責任者・担当者等の兼務可能な範囲 
 
 
役割 事業役割 設計役割 工事役割 工事役割 

責任者・担当者等 
業務責任者

（専任） 

設計業務 
管理技術者 

設計業務 
担当者 
（設備） 

設計業務 
担当者 

（建築） 

工事業務 
責任者 

（各駅配置） 

工事監理 
責任者 

（専任） 

工事監理 
担当者 

（各駅配置） 

業務責任者（専任） － ○ ✕ ✕ ✕ ○ ✕ 

設計業務管理技術者（一級建築士） ○ － ✕ ✕ ✕ ○ ✕ 

設計担当者（設備） ✕ ✕ － ✕ ✕ ✕ ○ 

設計担当者（建築） ✕ ✕ ✕ － ✕ ✕ ○ 

工事業務責任者（各駅配置） ✕ ✕ ✕ ✕ － ✕ ✕ 

工事監理者（専任） ○ ○ ✕ ✕ ✕ － ✕ 

工事監理担当者（各駅配置） ✕ ✕ ○ ○ ✕ ✕ － 
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西神・山手線三宮駅可動式ホーム柵仕様 
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建築限界について 
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K01 三宮・花時計前駅 
ホームドア設置箇所 

ホームドア 

設置箇所 
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別紙５－２ 

ホームドア 

設置箇所 

K02 旧居留地・大丸前駅 
ホームドア設置箇所 
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K03 みなと元町駅 
ホームドア設置箇所 

ホームドア 

設置箇所 
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K04 ハーバーランド駅 
ホームドア設置箇所 

ホームドア 

設置箇所 

ホームドア 

設置箇所 
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別紙５－５ 

ホームドア 

設置箇所 

K05 中央市場前駅 
ホームドア設置箇所 
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別紙５－６ 

ホームドア 

設置箇所 

K06 和田岬駅 
ホームドア設置箇所 

ホームドア 

設置箇所 
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別紙５－７ 

ホームドア 

設置箇所 

ホームドア 

設置箇所 

K07 御崎公園駅 
ホームドア設置箇所 
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別紙５－８ 

ホームドア 

設置箇所 

ホームドア 

設置箇所 

K08 苅藻駅 
ホームドア設置箇所 
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K09 駒ヶ林駅 
ホームドア設置箇所 

ホームドア 

設置箇所 
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別紙５－10 

ホームドア 

設置箇所 

K10 新長田駅 
ホームドア設置箇所 
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サービス対価について 

 

1 サービス対価の構成 

市が選定事業者に対して支払うサービス対価は、以下に示す設計、製作・調達、施工、保守

管理等のサービス対価により構成される。 
設計・施工等のサービス対価は、ホームドア等の設計業務、製作・調達業務、工事業務、工

事監理業務、保守管理業務に係る費用とする。 
 

サービス対価 費用 内容 

設計・施工等の 
サービス対価 

施設整備費 

・ホームドア等の設計に係る費用 
・ホームドア等の製作・調達に係る費用 
・ホームドア等の施工に係る費用 
・ホームドア等の工事監理に係る費用 
・ホームドア等の保守管理に係る費用 
・その他ホームドア等整備に関して必要な費用 等 

 
2 サービス対価の支払い方法 

設計・施工等のサービス対価は、設備引渡し後に各年度分を一括して支払う「サービス対価

１」、事業最終年度に支払う「サービス対価２」により構成される。 
各サービス対価については、下記規定により算出の上、消費税及び地方消費税を加算してサ

ービス対価を支払う。 
 
（1） サービス対価１（年度一括支払） 

設計・施工等のサービス対価のうち、各年度における施設整備費一括支払分として、施設

整備費のうち、ホームドア等の設計に係る費用、ホームドア等の製作・調達に係る費用、ホ

ームドア等の施工に係る費用、ホームドア等の工事監理に係る費用を、対象施設全ての設備

の引渡しを受けた後、市は事業者から請求を受けた日から 30 日以内に一括して支払う。 
 

（2） サービス対価２（最終年度完成支払） 

施設整備費総額からサービス対価１の支払分を除いた残額は、すべての対象施設の設備の

引渡しをうけた後（事業終了後）、市は事業者から請求を受けた日から 30 日以内に支払う。 
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リスク分担表 

［リスク分担凡例：〇 主たるリスクの負担者、 △ 従たるリスクの負担者］ 
 
【共通段階】 

リスク項目 No リスク内容 
リスク分担 

当局 事業者 
入札説明書リスク 1 入札説明書等の各種公表文書に誤りや当局の理由に

よる変更に関するもの 〇 － 

応募リスク 2 入札の応募費用に関するもの － 〇 
契約リスク 3 当局の責に帰すべき事由により、事業契約が締結で

きない又は契約締結が遅延した場合 〇 － 

4 事業者の責に帰すべき事由により、事業契約が締結

できない又は契約締結が遅延した場合 － 〇 

制度関連 
リスク 

法令変更 
リスク 5 本事業に係る根拠法令の変更、新たな規制立法の成

立等 
○ 
※1 － 

6 本事業のみならず、広く一般的に適用される法令の

変更や新規立法 － 〇 

税制変更 
リスク 

7 消費税及び地方消費税に関する変更 〇 － 
8 法人税に関する変更 － 〇 

9 消費税、法人税以外で、本事業に係る新税の成立や

税率の変更 〇 － 

許認可等 
リスク 

10 事業管理者として市が取得するべき許認可の遅延 〇 － 

11 業務の実施に関して事業者が取得するべき許認可の

遅延 － 〇 

政策変更 
リスク 12 政策変更（事業の取りやめ、対象施設変更、その他）

等による事業への影響 
〇 
※2 － 

社会 
リスク 

住民対応 
リスク 13 ホームドアの設置及び事業方針に関する住民反対運

動、訴訟、要望等への対応 〇 － 

14 事業者が行う調査、建設に関する近隣住民の訴訟、

苦情、要望等への対応 － 〇 

環境 
リスク 15 事業者が行う業務に起因する環境問題（騒音、振動、

臭気、有害物質の排出等）に関する対応 － 〇 

第三者賠

償リスク 16 
事業者の行う業務に起因する事故等により第三者に

損害を与えた場合 
 

－ 〇 

17 当局の責任により生じた事故で第三者に与えた損害

の賠償 〇 － 

不可抗力リスク 

18 

計画段階で想定していない（想定以上の）暴風、豪

雨、洪水、高潮、地震、地滑り、落盤、落雷等の自然

災害、及び、戦争、暴動その他の人為的な事象による

設備等の損害によるもの 

〇 
※3 

△ 
※3 

経済 
リスク 

資金調達 
リスク 19 事業に必要な資金の確保 

－ 〇 

物価変動 
リスク 20 設計・建設段階の物価変動 

（ホームドア等の設置費用に関するもの） 
－ 
※4 

〇 
※4 

金利変動 
リスク 21 金利の変動に関するもの 

－ 〇 
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【設計・施工段階】 

リスク項目 No リスク内容 
リスク分担 
市 事業者 

入札説明書リスク 22 当局が提供する施設図面等に重大な誤りがあった場

合 〇 － 

23 事業者が実施した測量、調査等に不備があった場合 － 〇 

24 
事業者が実施した測量、調査の結果、既存施設の構

造等に当初想定できなかった重大な欠陥が発見され

た場合 
〇 － 

計画 
リスク 

設計 
リスク 25 事業者が実施した設計に不備があった場合 

－ 〇 

計画変更 
リスク 26 当局の要望による設計条件の変更等を行う場合 

〇 － 

工事 
リスク 

工事費増

加リスク 
27 事業者の責めに帰すべき事由による工事費の増加 － 〇 
28 当局の責めに帰すべき事由による工事費の増加 〇 － 

工期遅延 
リスク 29 事業者の責めに帰すべき事由により、契約期日まで

に施設整備が完了しない場合 － 〇 

30 当局の責めに帰すべき事由により、契約期日までに

施設整備が完了しない場合 〇 － 

工事監理リスク 31 工事監理の不備により、工事内容、工期などに不具

合が発生した場合 － 〇 

要求性能未達リスク 32 工事完了後、公共側の検査で要求性能に不適合の部

分、施工不良部分が発見された場合 － 〇 

技術進歩リスク 33 計画・建設段階における技術進歩に伴い、設備の内

容に変更が必要となる場合 〇 － 

 
■注釈 
※1 法令等の基準等変更によって要求仕様が変更となった場合等については、基本的に当局が負担するが、

事業者においても、変更後の要求仕様に適合させるための一定の努力を義務付けるものとする。 
※2 政策変更（事業の取りやめ他）等による事業への影響により、事業者に追加費用が発生した場合、そ

の費用は当局が負担するものとする。。 
※3 負担方法等については、事業契約書（案）による。 
※4 物価変動等に一定程度の下降又は上昇があった場合には、調整を行う。より詳細な調整方法について

は、事業契約書（案）による。 
 

 
 
 
 

 
 

 


